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令和７年度第３回愛媛地方最低賃金審議会 議事録 

 

日時 

令和７年９月１日（月）13：57～14：30 

 

場所 

松山若草合同庁舎共用大会議室 

（松山市若草町４番地３ 松山若草合同庁舎７階） 

 

出席者 

公益代表委員 

 森本会長、五領田委員、園田委員、武井委員 

労働者代表委員 

 白石委員、竹箇平委員、竹本委員、長岡委員、野村委員 

使用者代表委員 

 阿部委員、小池委員、武内委員、西岡委員、八塚委員 

事務局 

 常盤愛媛労働局長、佐藤労働基準部長、三好賃金室長、髙尾賃金指導官、 

河端賃金係長 

 

議題 

 １ 開 会 

 ２ 愛媛県最低賃金の改正決定について 

 ３ その他 

 ４ 閉 会 

 

 

議事 

○賃金室長 

 本日はお忙しい中御出席いただきありがとうございます。また専門部会委員の皆様に

おかれましては引き続きの審議となりますがよろしくお願いします。 

 本日は、公益代表の井上委員が欠席されておりますが、14名の委員に御出席いただい

ておりますので、最低賃金審議会令第５条第２項に定める定足数に達しており、本日の

審議会は有効に成立しておりますことを御報告申し上げます。 

 それでは、森本会長、これからの議事進行よろしくお願いいたします。 
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○森本会長 

 ただ今から、第３回愛媛地方最低賃金審議会を開催いたします。 

 本日の会議は公開としておりますが、傍聴される方は注意事項を守って傍聴いただき

ますようにお願いいたします。 

 また、報道機関の皆様には、撮影などにあたりましては、審議の妨げにならないこと、

傍聴者のプライバシーに配慮していただきますようお願いいたします。 

 それでは、議事次第により議事を進めます。 

 議事項番２「愛媛県最低賃金の改正決定について」に入ります。 

 愛媛県最低賃金の改正については、本日午前の専門部会で審議しておりましたが、全

会一致で結審いたしました。 

 これから、部会長としての立場から、「愛媛県最低賃金専門部会報告」をいたします。 

 事務局は「愛媛県最低賃金の改正決定に関する報告書」の配布をお願いします。 

 

 （愛媛県最低賃金の改正決定に関する報告書配布） 

 

○森本会長 

 令和７年の愛媛県最低賃金の審議状況につきまして、本審の経過を含め、報告いたし

ます。 

 ７月３日の第１回本審では、「愛媛県最低賃金の改正決定」について愛媛労働局長から

諮問を受け、愛媛県最低賃金専門部会を設置いたしました。 

 ７月 29日の第２回本審では、「愛媛県最低賃金の改正決定の意見聴取」を行い、８件

の意見書の提出がなされ、２名の方から意見の陳述をいただきました。 

 ８月８日には、第１回専門部会を開催し、部会長、部会長代理を選出し、会議の公開

について審議した後、中央最低賃金審議会で答申された目安の伝達が行われました。 

 本年の目安答申は、昨年度に引き続き、消費者物価の上昇が続いていることから労働

者の生計費を重視することに加えて、中小企業を含めた賃上げの流れが続いていること

に着目した審議が行われました。 

 そして、本年度の各ランクの目安は、全国加重平均 6.0％（63円）を基準に検討され、

消費者物価指数（持家の帰属家族を除く総合）の対前年上昇率がＡ・ＢランクよりＣラ

ンクの上昇率が高くなっていること、賃金改定状況調査結果の第４表における賃金上昇

率はＣランク、Ｂランク、Ａランクの順に高くなっていること等から、Ａランク 63 円

（5.6％）、Ｂランク 63円（6.3％）、Ｃランク 64円（6.7％）とする引上げ額の目安が示

されました。 

 発効日についても、各地方最低賃金審議会の公労使の委員間で引上げ額とともに十分

に議論を行うよう要望があり、地域のデータ等の実績に基づき公労使による建設的で真

摯な議論が行われることを期待するとの見解が示されました。 
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 また、事務局から各種資料の説明があり、前年度までと同様、最新のデータをもとに

令和５年度において最低賃金と生活保護との間に乖離がないことを確認し、専門部会報

告に盛り込むことを合意しました。 

 その後、具体的な金額審議に入り、労使各側からは、金額改定審議にあたっての基本

的な考え方についての意見を述べていただきました。 

 労働者側委員からは、最低賃金法第１条の目的にある「労働者の生活の安定」を考え

たとき、昨今の物価上昇を考えると、目安以上の大幅な引上げが必要であること、地域

間格差の問題は依然として大きく、最少額の県との差は５円、Ｃランク県とほぼ同額と

なっており、全国の中で低位にあること、多くの産業で人材不足感が高まっており、特

に中小・零細事業場の賃上げ等労働環境の整備は急務であること、愛媛県においてもパ

ートタイム労働者の１求人票当たりの募集下限額も 1,091円と最低賃金額を 135円上回

っていること、今年の春季生活闘争では、連合全体で昨年をさらに上回る高い水準の賃

上げが報告されており、愛媛でも２年連続で５％を超える結果となっていること、法人

企業統計の予測調査を見ても、売上高・経常利益は増収・増益の見込みとなっており、

通常の事業の賃金支払い能力としても問題ないことなどの意見が表明されました。 

 使用者側委員からは、物価上昇に伴う生計費の上昇など、最低賃金を引き上げること

の必要性は理解できるが、通常の賃金支払い能力を超えた過度の引き上げ負担を使用者

が負わないようにすること、指標としては、賃金改定状況調査結果の第４表の賃金の引

き上げ率や中小企業の賃金の状況を対象とした調査結果などが考えられるが、賃金の引

き上げは、防衛的に行っており、事業実績を伴わない引上げを行っている企業が多いこ

とも念頭に置くこと、中央最低賃金審議会では、特定の品目の物価上昇率に着目して物

価上昇を強調しているが、「持家の帰属家賃除く総合」の対前年上昇率は 3.9％であり、

目安の６％には及ばず、賃金は特定品目の購入のみに消費される訳ではなく、特定品目

の上昇率を根拠づけた目安が理にかなうものか検討する必要があること、目安金額の引

上げとなった理由の物価上昇率は、昨年と比較した上昇率の議論も必要であること、過

大な影響が発生しないように、影響率にも注目することなど、金額提示はこれらデータ

などに基づき行うことの意見が表明されました。 

 ８月 19日の第２回専門部会と８月 21日の第３回専門部会では、引き続き、労使各側

の基本的な考え方に基づき、複数回金額提示がされましたが、金額とその意見に隔たり

があるため継続審議となりました。 

 また使用者側から金額提示することに加え、大幅な賃金引上げに対応する猶予が必要

であること、急激な最低賃金引上げに伴って、「年収の壁」を意識したパートタイム労働

者の年末調整が生じることで、特に人材不足が深刻なサービス業などで深刻な問題とな

り得ることなどを踏まえて、法定の発効日ではなく、一定の時間的猶予を持たせた指定

日発効とすべきという意見がありました。 

 本日９月１日午前の第４回専門部会では、労使各側からさらに歩み寄る形で金額提示



4 

 

をいただき、議論を重ねましたが、最終的に労使の意見の一致には至らず、公益案を提

示することとなりました。 

 公益委員で協議を行い、専門部会で提示した公益案について説明しますので、お手元

の専門部会報告書を御覧下さい。 

 ２枚目別紙１のとおり、１時間 1,033 円、引上げ額 77 円、引上げ率 8.05％、効力発

生日につきましては、令和７年 12月１日として、公益案を提示しました。 

 公益委員としましては、物価上昇が長期にわたって継続する中、賃金の上昇が追いつ

いていない現状の中で、特に最低賃金近傍で生活する労働者の方の生計費を重視する必

要があると考えまして、中央最低賃金審議会からは、Ｂランク目安 63円の提示がありま

したけれども、この目安を上回る引き上げが必要ではないかと考えました。 

 その引き上げの幅は、愛媛県は各種の経済指標に基づきＢランクですが、下位に位置

するＣランクとの差は数円でしかなく、また、Ｂランクで見ましても、最下限の位置で

ありました。 

 公益委員としては、愛媛県にふさわしい最低賃金額を検討する必要があると考え、具

体的には、一定程度Ｃランクの他県の時間額を上回る改定が必要ではないか、また、Ｂ

ランクの中でも、地域間格差の観点から考えると、他県の状況も念頭に置いた上で、公

益案を作成する必要があると考えました。 

 一方で今回の引上げ額は公益案で 77円ですけれども、昨年が引上げ額 59円というこ

とで、過去最大の引上げ額、引上げ率、影響率になるので、大幅な最低賃金額引き上げ

に伴う使用者への影響も考えなければいけません。 

 具体的には、発効日の関係で、法定の発効日ではなく、この引き上げを行うにあたっ

て、各種の賃金引上げ原資の確保のための各種支援策と、これをいかに各事業場で活用

できるのかどうか検討するための時間的猶予が必要であると考えました。また、年末に

向けて最低賃金の引き上げに伴って、一定程度就業調整の影響が出てくる懸念も一部あ

りまして、これまでの法定どおりの効力発生でなく、若干後ろにずらした指定日発効と

することが相当でないかと公益委員として考えたところです。 

 以上のことから、総合的に勘案しまして、専門部会報告書別紙１のとおり公益案を作

成しました。 

 そのうえで、公益案の採決をさせていただきました。公益案の採決では、労使各側委

員それぞれの立場、御意見がありましたが、最終的には御理解を得て全会一致で結審に

至りました。  

 午前中の専門部会で全会一致により結審しましたので、審議会は予めその決議するこ

とにより、最低賃金専門部会の決議をもって審議会の決議とすることができる最低賃金

審議会令第６条第５項が適用され、既に答申されておりますが、改めて審議会の会長と

して、愛媛労働局長に答申文をお渡しすることといたします。 

 



5 

 

  （答申文を会長から愛媛労働局長へ手交） 

 

○森本会長 

 事務局は、答申文の朗読をお願いいたします。 

 

 （賃金指導官は答申文を朗読） 

 

○森本会長 

 ただ今の内容が、当審議会の答申となりますので、よろしくお願いいたします。 

 局長から御挨拶があると伺っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 

○局長 

 森本会長はじめ、公・労・使の委員の皆様におかれましては、本年の地域別最低賃金

の改定にあたり、専門部会、本審を通じて熱心な御審議を賜り、誠にありがとうござい

ました。 

 さて、本年度の各ランクの引上げ額の目安は、全国加重平均 6.0％（63円）を基準に

検討された結果、中央最低賃金審議会からは、過去最も高いＡ・Ｂランク 63円、Ｃラン

ク 64円とする引上げ額が目安として示されました。 

 愛媛県においては、Ｂランクに位置付けられ、地域間格差の是正もあって、難しい判

断が求められる状況でしたが、真摯かつ丁寧な議論により、全会一致での結論を導き出

していただいたことに、深く感謝申し上げます。 

 ただ今、いただきました答申につきましては、法令に基づく手続きを経た後、発効す

ることとなりますので、関係労使団体、自治体の皆様にも御協力をいただきながら、中

小企業・小規模事業者に対する支援策と併せて、効果的な周知に努めてまいります。 

 今後とも最低賃金制度の円滑な運用に向けて、御尽力を賜りますよう、お願い申し上

げまして、御礼の言葉とさせていただきます。 

 委員の皆様、ありがとうございました。 

 

○森本会長 

 ありがとうございました。 

 先ほど説明しましたように、当審議会としての結論をまとめましたが、法令の手続き

に基づく、異議の申出の手続きがございます。 

 本件に関する異議申出の手続きについて、事務局から説明をお願いします。 

 

○賃金室長 

 最低賃金審議会の意見に対する異議申出の手続きにつきましては、最低賃金法第 11条
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第１項に基づき、本日、愛媛労働局の掲示板に公示いたします。 

 県内の労働者又は使用者は、同条に基づき、公示のあった日から 15日以内に、愛媛労

働局長に異議を申し出ることができることとなっております。 

 本年は、公示日の翌日から起算して 15 日を経過する日が、９月 16 日（火）となり、

この日までに行われた申出が受理されることとなります。 

 異議の申出があった場合は、同条により、局長から審議会に意見を求めることとなり、

翌開庁日の９月 17日（水）に第４回本審を開催し、審議いただくこととなります。 

 以上です。 

 

○森本会長 

 ただ今、事務局から説明のありましたとおり、９月 16日（火）までに異議の申出があ

った場合は、翌開庁日の９月 17日（水）に第４回本審を開催し、審議することになりま

す。 

 ただ今の説明につきまして、御質問がありましたらお願いします。 

 

 （質問等なし） 

 

○森本会長 

 それでは、議事を進めます。 

 議事項番３「その他」の議題について、事務局から次回の開催について、御案内をお

願いします。 

 

○賃金室長 

 今後のスケジュールについて説明いたします。 

 次回、第４回本審は、９月 17日（水）午後１時 00分から松山若草合同庁舎７階共用

大会議室において開催いたします。 

 事務局からは以上でございます。 

 

○森本会長 

 以上をもちまして、第３回愛媛地方最低賃金審議会を終了いたします。 

 皆様お疲れ様でした。 


